
２０１４年６月１７日 第２回定例会最終日

日本共産党茨城県議事務局 TEL／ＦAX ０２９(３０１)１３８７

茨城県議会第２回定例会は６月１７日に閉会しました。大内

久美子県議がおこなった討論は次の通りです。

◇

日本共産党の大内久美子です。第８８号議案のいじめ再調査

委員会条例には同意できません。昨年６月に、いじめ防止推進

法が急きょ成立し、法１２条に基づき、本年３月に県基本方針

がつくられました。本条例は、法３２条に基づくもので、重大

事態に対する再調査を行う委員会の設置です。

日本共産党は、推進法に反対しました。推進法は、子どもに

「いじめを行ってはならない」と禁止し、いじめを行った子ど

もに「懲戒を加える」と定め、「出席停止を命ずる」と厳罰化

を明記しています。いじめの防止の第一に道徳心を培い、道徳

教育の推進を定め、被害者や遺族の知る権利は明記されており

ません。

いじめ対策——教職員に子どもと向き合う時間保障を

いじめは子どもの成長の途中で誰にでも生じ得るものであ

り、教育の営みとして解決することが基本です。法律で強制す

るやり方は子どもの鬱屈した心をさらに歪め、子どもと教員と

の信頼関係をも壊し、いじめ対策に悪影響を及ぼします。

早期発見と迅速な対応のためにも、条件整備が課題です。教

師の多忙化を解決し、子どもと向き合う時間を保障する、その

ための少人数学級の拡充や学力テストの中止、養護教諭の複数

配置、スクールカウンセラーの増員と待遇改善など求められて

います。

深刻ないじめは「弱肉強食」など、現在の生きづらい社会の

反映ではないでしょうか。教育と社会のあり方を見直す改革こ

そ必要です。

第８９号議案及び報告第２号は、地方税法改定に伴う県税条

例の一部改定です。

消費税増税に伴い、地方自治体間の税収格差が大きくなると

して国は地方法人税を創設しました。法人県民税の一部を国税

として徴収し、地方交付税の原資にして税源の偏在を調整しよ

うというものです。しかし、自治体間の財政力格差の是正は、交

付税の法定率を引き上げるなど、本来、国の責任において税源保障

と財政調整の両機能を強化することで行うべきものです。

庶民いじめの軽自動車税の大幅増税

さらに自動車業界の要望に応え、自動車取得税の税率が引き

下げられ、消費税率１０％となった時点で廃止する方針です。

一方、軽自動車税は来年度から自家用で１．５倍、貨物用で

１．２５倍に増税されます。軽自動車は、零細自営業者の営業

を支え、地域住民の移動手段として広く利用されています。庶

民にとっては、消費税増税に加えて二重の負担増となります。

こうした内容を含む条例改定には同意できません。

請願第四号は「高校無償化の復活」「高校生・大学生への給

付制奨学金の創設」を求めており採択すべきです。

高校授業料に所得制限——漸進的無償化定めた国際人権

規約に違反

本年４月から高校無償化に所得制限が導入され、２割の世帯は授

業料を納めなければなりません。申請による事務量が増え、家庭の経

済状況が可視化され、生徒を分断し、精神的苦痛を与えています。Ｏ

ＥＣＤ諸国の大多数は無料化であり、中等教育の漸進的無償化を定

めた国際人権規約に違反するものです。日本の教育への公財政支

出は、ＧＤＰ比の３．６％で、ＯＥＣＤでは４年連続最下位です。教育予

算を増やし、無償化を復活すべきです。

適合性審査申請の１９基中、最も古い東海第２原発

なお、このあと議題となる議第１２号、東海第２原発の再稼

働中止と廃炉を求める意見書の可決を主張します。日本原子力

発電は５月２０日に再稼働に向け、新規制基準への適合性審査

を申請してしまいました。全国の１９基申請の中で、運転開始

から３５年の最も古い原発です。３０キロ圏内に百万人が住

み、全国一の人口密集地であり、避難計画の見通しは立ってお

りません。隣接する核燃料再処理施設など、集積する原子力施

設との複合災害の危険も免れません。７８０億円という莫大な

費用は電気料金として国民に負担を強いるものです。再稼働さ

せずに廃炉にすることこそ最も現実的な判断であり、国に強く

求めるべきです。

議第１４号は集団的自衛権行使を容認する憲法の解釈変更をし

ないよう求める意見書であり、可決は急務です。歴代政権は集団的自

衛権の行使は、憲法９条の下では許されないとしてきました。自衛隊

が戦闘地域で米軍とともに武力行使で参加する事態を招く閣議決定

を許してはなりません。立憲主義への乱暴な否定です。以上で討論

を終わります。
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主な請願・意見書

〈請願〉

◇「高校無償化」「高校生・大

学生への給付制奨学金創設」

を求める請願（茨高教組提出）

〈意見書〉

◇東海第２原発の再稼働中止と

廃炉を求める意見書（日本共

産党提出）

◇原発を維持・推進する「エネ

ルギー基本計画」の撤回を求

める意見書（同）

◇集団的自衛権行使を容認する

憲法の解釈変更をしないよう

求める意見書（同）

◇医療・介護総合推進法案の撤

回を求める意見書（同）
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